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1.はじめに 
本論文の目的は、政策担当者の分配基準が所得分配と経済成長にどのような影響を与え

るかを明らかにすることである。 
経済成長は、それ自身が所得の増加を促し人々の生活を豊かにすることから一般的に望

ましいものである (Weil (2000))。経済成長の源泉については、物的・人的資本の蓄積、人

口の増加、政治体制の整備および所得分配などによることが、理論的・実証的な研究上の

蓄積から示されてきた。これらのうち、政治体制、所得分配以外については市場メカニズ

ムを通じて“事前的に”決まるものの、政治体制、所得分配については政策担当者の意向

や民意で自ら決定できるため、事前的に決まる経済成長の速度を“事後的に”変えること

ができることとなる。 
この政治体制および所得分配の研究は Mueller (1993) にまとめられている。とりわけ重

要なことは、(i) 所得分配が政治体制によって決定されること、および (ii) 所得分配によっ

て経済成長の速度が決定されることである (Li,Xu and Zou (2000) および Barro (2000))。
しかしながら、この研究結果は対立する 2 つの仮説を含んでいる。 
はじめの仮説は、“平等な所得分配が高い経済成長をもたらす”というものである。これ

は、所得分配が平等であるほど、多くの人が消費を行うことができるため、経済成長が促

されるというものである (Alesina and Rodrick (1994), Persson and Tabellini (1994))。 
次の仮説は、“不平等な所得分配が高い経済成長をもたらす”というものである。これは、

所得分配が不平等で、最富裕層の所得が高いほど投資が増加するため、経済成長が促され

るというものである (Falkus and Kim (2000))。 
したがって、所得分配が経済成長に影響を与えることは確かなものの、どのような所得

分配が経済成長を促すかについては明らかにされていない。本稿では以上のような観点か

ら、所得分配が一国の経済成長にどのような影響をもたらすかを現実のデータを用いて明

らかにする。 
分析の結果、経済成長は平等な所得分配および不平等な所得分配のいずれのケースにお

いてももたらされること、また当該国の経済政策は所得不平等度に十分に大きな影響を与

えることがわかった。 
本稿の構成は以下のとおりである。次節で政策担当者のもつ代表的な分配基準について

示し、第 3 節で、実証的な観点から、データを用いて所得分配と経済成長の関係を示し、

第 4 節で結論とする。 
 

2.分配基準 
本節では、下記で用いる分配基準についてまとめておく。政治学・経済学において、分

配の基準は大きく功利主義、平等主義およびロールズ主義の 3 つにわかれる。功利主義と

は、社会全体での効用水準を最大限に高めることを目指すものであり、そのために生じる

貧富の格差については考慮していない。次に平等主義とは、功利主義と対照的に、全ての



人間が公平・同等に扱われるようになることを目指すものであり、貧富の格差を縮小させ

ることが望ましいとする。最後にロールズ主義とは、社会を構成する全ての個人が公正な

立場で同意をした原理を分配基準とする考え方をいい、これにかなう方法で分配をするこ

とが望ましいとする。 
以上のような分配基準のうち、“どのような分配基準が望ましいか”は政策担当者の基準

に依存するものの、“どの分配基準が経済成長に影響を与えるか”は統計的に判断できる。

そこで下記では分配基準が経済成長に与える影響を考察するため、政策変更の意図を判断

しやすい大統領制の下にある 3 つの国に焦点をあて検証する。 
 
3.不平等と経済成長 
a.検証 
これまでの関心に基づき、分析には、近年、持続的な経済成長を達成しており、かつ大

統領制のもとで政策変更が行われたブラジル、ベネズエラおよびロシアについて 1 人あた

り GDP とジニ係数の関係をみていく12。 
まず、ブラジルは表 1 から 1988 年および 2002 年より 1 人あたり GDP がそれぞれ増加

する一方で、表 2 においてジニ係数は、これとは逆に 1988 年および 2002 年よりそれぞれ

低下している。次に、ベネズエラは表 3 から 2003 年より 1 人あたり GDP が増加する一方

で、表 4 においてジニ係数は 2003 年より低下している。したがって、ブラジルおよびベネ

ズエラでは、Persson and Tabellini (1994) らの先行研究が主張するように所得分配が平等

化するとともに経済が成長している。 
それに対し、ロシアは表 5 から 2002 年より 1 人あたり GDP が増加している一方で、表

6 においてジニ係数も 2002 年より増加している3。これはブラジルおよびベネズエラとは対

照的に、ロシアでは、Falkus and Kim (2000) が主張するように所得分配が不平等化する

とともに経済が成長している。 
次にこのように同時期 (2000年頃) に 3ヶ国がともに 1人あたりGDPを増加させている

にも関わらず所得分配の平等度に違いが生じる原因について、政治的な観点から考察する。 
 
 
 
 

                                                  
1 ジニ係数は 0 から 1 の間の値をとり、1 に近づくほど所得分配の不平等の程度が大きいこ

とを示す。本稿で用いたジニ係数は、World Bank,World Development Indicator の Poverty
の項目に記載されている 5 つに区分された累積世帯比率と、これに対応する累積所得比率

を補論に記載されているジニ係数の公式にあてはめることで算出した。 
2 分析を容易にするためにジニ係数に 100 をかけた値を用いて分析を行った。 
3 ロシアの 1 人あたり GDP は収集できたものについて記載する。 
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b.各国の内政 
ブラジルでは、2002 年に就任したルラ大統領のもとで飢餓ゼロ計画が実施され、貧困層

に対する支援が行われた。これがブラジルの所得分配の不平等度を縮小させたものと考え

られる (表 2)。またベネズエラでは 1999 年に就任したチャベス大統領のもとで、ブラジル

と同様に貧困層に対する支援が行われた。これは大統領就任後に行った改革に大きな批判

を浴びたため、国民の支持を回復するために行われたものであったものの、所得分配の不

平等度の縮小につながったと考えられる (表 4)。 
 ロシアでは 1990 年代を通じて、中央政府が地方政府を十分に統制することができていな

かったが、2000 年に就任したプーチン大統領が連邦制改革に取り組み、中央集権的な政府

を構築することで内政を安定させた (溝口 (2008))。しかしながら、中央集権体制により市

場メカニズムが働かなかったため賃金格差は縮小せず、所得の不平等度が拡大したと考え

られる4 (表 6)。 
 
4.結論 
本論文では、政策担当者の分配基準が所得分配と経済成長の関係にどのような影響を与

えるかという問題認識のもと、ブラジル、ベネズエラおよびロシアの所得分配と経済成長

の関係を政府の分配政策と照らして検証を行った。  
 分析の結果、ブラジルおよびベネズエラについては国内の平等な所得分配とともに経済

が成長するという関係を、他方でロシアについてはそれとは逆の関係を見出すことができ

た。これら 3 ヶ国において所得分配の違いが生まれる理由は、大統領の政治的な意図のも

とで行われる分配政策に求めることができる。ブラジルおよびベネズエラの両国では、共

に 2000 年近辺からの貧困者支援が所得分配の不平等を縮小させたと考えられるのに対し、

ロシアでは、中央集権化が所得分配の不平等を拡大させたと考えられる。 
以上より、本論文の分析の結果から、経済成長は平等な所得分配および不平等な所得分

配のいずれのケースにおいてももたらされること、また当該国の経済政策は所得不平等度

に十分に大きな影響を与えることがわかった。 
しかしながら、これらの結論は対象とした国の数が少なく、さらに各国のデータの数も

少ないことには留意が必要であろう。また、より多くのデータを用いることができる場合

には，計量経済学的な手法を用いた方がよいであろう。したがって、先進国も含めた大統

領制以外の政治体制の国についての検証も今後行う必要がある。 
 
 
 
 

                                                  
4 Cholezas and Tsaklogloa (2007) は、中央集権体制が所得分配の不平等を導くことを実

証的に示している。 



補論 
本稿で用いたジニ係数とは、一般的に、所得分配の不平等度を測る基準であり、所得分配

の不平等度を表すローレンツ曲線と完全平等線を用いて計算される。ローレンツ曲線とは、

横軸に所得順に累積世帯比率を、縦軸に累積所得比率をとって描いたものである。また、

完全平等線とは、全ての個人が同じ所得を得たときに描かれる曲線である。そして、ジニ

係数とはローレンツ曲線と完全平等線に囲まれた面積を 2 倍したものをいう。 
累積世帯比率を 5 つに区分した場合、ローレンツ曲線の下側の面積は 5 つの台形の面積

の和として表わすことができる。各区分に対応する累積世帯比率を iX で表わし、この累積

世帯比率に対応する累積所得比率を iY で表わすと、各台形の面積は台形の公式より、 
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で表わされる。また、各辺の長さが 1 である正方形の対角線で囲まれた面積は
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となる。したがって、ジニ係数は0 から1の間の値をとり、値が大きいほど所得の不平等度

が大きくなることとなる。 
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